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1　はじめに
振替価格について知られている最も古い研究は，ミクロ経済学アプローチによるPaul　W．　Cook，
Jr（1955），Joel　Dean（1955），Williard　E．　Stone（1956），Jack　Hirshleifer（1956）の4人の論文である
［Emmanuel＆Mehafdi（1994），p．35］。特にHirshleiferの論文は，その後，これら伝統的な経済学
の視点によって取り扱われている多くの論文の基礎となっている。これらの研究ないし分析は，あ
る一定の限定的な組織を前提としている。この前提された組織の目標は，組織全体として最大の利
益を獲得することである。つまり，いかにこの組織全体の利益目標を達成するための振替価格を設
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定するかが最大の研究テーマとなる。この研究視点によれば，本社の組織全体目標と事業部の部分
目標の対立がおこるのは，不適切な振替価格のせいであるとするのである。ここに，振替価格の設
定問題は，目標の一致を達成するモデルの開発，換言すれば，部分最適とならない全体最適化モデ
ルを開発することとなるのである。
　伝統的な経済学の視点による振替価格の問題設定1ま，研究者が取り組むべき研究課題を明確に示
しているという長所がある。研究者は，振替価格を設定するための代替的方法の特性を研究すれば
よいことになる。その他の広範なマネジメント・コントロール・プロセスを無視することができる
のである。こうした視点から，伝統的な経済学の視点による振替価格の問題研究は，多くの価値あ
る成果を生み出している一方，限界もある1）。
　ここでは，特に重要な2つの限界を指摘しておきたい。ひとつは，経済的現実を簡略化しすぎる
ということ，他のひとつは，組織的及び行動的問題を無視しているということである。したがって，
これらの視点で開発されたモデルのほとんどは，簡略化のために事業部間の複雑な相互依存性が抜
き去られており振替価格の問題を減少させているといえるだろう・。しかし，実際に，振替価格の設
定を必要とする事業部制組織は，相互依存性をもつ動的な相互作用関係にあると考えられる。つま
り，振替価格は，事業部管理者に与えられる意思決定の自律性の範囲に影響を及ぼすことになるの
である。換言すれば，伝統的な経済学の視点による振替価格の設定では，事業部の自律性を犠牲に
して，組織全体の利益を最大化するモデルを選択することになるのである。
　分権化とは，本社のもつ多くの意思決定権限を各部門に委譲することと言い換えることができる
が，もし，本社の最高経営者が，事業部の運営について多くの制約を押しつけるならば，事業部管
理者は，疎外された感じを受け，本社の意図とは反対の行動をとることはないだろうか。つまり，
振替価格の設定は，分権化された組織を前提にしているものであるにもかかわらず，その設定によ
って，事業部の自律性を損ない分権化本来の意義を失わせてはいないだろうか。伝統的な経済学に
よる視点は，基本的には企業一般の市場理論を展開するものであり，個々の特定の企業の行動を説
明するものではない2｝。しかし，本来，企業は個々に存在するものであり，それぞれに資源の内部配
分と価格及び生産量決定のための意思決定プロセスがあるはずである。
　上述した問題は，行動・組織上の問題である。これらの問題も含めて振替価格問題を検討するた
めには，行動・組織アプローチが必要である。この視点によって考察しなければならない問題は会
社の事業戦略，社内間取引，組織構造，管理会計システム，業績評価，動機づけなど広範な関係に
及ぶと考えられる。そこで，本稿では，伝統的な経済学の視点では考察できなかった部分，つまり，
ある特定の振替価格の方法を検討するのではなく，振替価格の組織及び行動理論上の解釈により，
なぜ，そのような振替価格方法が，ある特定の企業で行われるのかという理論と仮説を考察するこ
とにする。
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2　振替価格の行動・組織的アプローチ
　Cyert，　Richard　M．　and　James　G．　March（1963）の連合体理論（coalition　theory）は，組織理論上
もっとも重要な研究の1つである。その著『企業の行動理論』・（ABehavioural　Theory　of　the　Firm）
において彼らは，利益の最大化という単一の組織目標を退けている。代わりに，組織を，多様な目
標と，排他的な利益と目的をもった変化する連合体とみなしている。企業は，もはや1枚岩のよう
な意思決定の単一体ではないのである。分権化された各部門は，部分最適な意思決定をそれぞれ追
求するのである。したがって，そこでの目標は，組織全体の利益最大化を目指すのではなく，満足
のいく利益を目指すにすぎないのである［清水敏允他『訳書』（1988），178－179頁］。
　この視点によれば，設定されるべき振替価格は，事業部の自律性が最も尊重される方法によるべ
きである。したがって，その方法は，市価基準でも原価基準でもなく，長期的な話し合いのプロセ
スの結果（outcome　of　a　long－term　bargaining　process）によるべきである。つまり，行動・組織的
アプローチによる振替価格の研究は，この交渉振替価格（negociated　transfer　price）の適用をすす
めることからはじまったのである。
　（1）D．J，　H．　Watson　and　J．　V．　Baumler（1975）の研究
特に，Watson，　David　J．　H．　and　John　V．　Baumler（1975）の研究は，交渉振替価格を支持する最
も重要なものといわれている3｝。
　Watson　and　Baumlerは，　Paul　R．　Lawrence　and　Lay　W．　Lorsch（1967）の『分化』と『統合』の
フレーム・ワークによる行動設定で，振替価格の検討をしている。企業の細分化は，『不確実性』に
対応するための組織構造である。細分化することによって，企業が，環境の変化の影響の「不確実
性』に対して，より適切な対応ができると考えるのである。『分化』（differenciation）とは，組織の
細分化だけではなく，その結果生ずる組織メンバーの遭遇する環境の『不確実性』の相違から，そ
の組織メンバーの態度や行動の相違をも含めた概念そある［Watson　and　Baumler（1975），p．404］。
『不確実性』のもと，『分化』の程度はいずれにしても，組織の細分化は，組織の成功のためには必
要である。しかし，組織の設計問題には，『統合』という反対の観念も同時に存在する。『統合』と
は，『分化』されている組織が，自部門の目標達成に努力するだけでなく，組織全体の目標を集合的
に達成することを確突にするプロセスであるということができる。
　Lawrence　and　Lorschの調査によれば，『分化』と『統合』をうまく達成できる会社だけが成功し
ている［Watson　and　Baumler（1975），p．405］。しかし，組織のジレンマは，『不確実性』が高けれ
ば高いほど，『分化』されなければならない一方，『分化』の程度が高ければ高いほど『統合』が難
しくなってくるということである。したがって，Watson　and　Baumlerは，『分化』の問題の大きさ
は，『不確実性』により決まり，『統合』の問題の大きさは『不確実性』と組織の相互依存性によっ
て決まると考える［Watson　and　Baumler（1975），p．405］。つまり，『統合』問題は，高く「分化』
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されて，相互依存性が高いときに最大の難問となると考えられるのである。
　このような『分化』と『統合』のフレーム・ワークで，振替価格にはどのような役割があるだろ
うか。例えば，組織の細分化の必要によって，責任センターが設置されたならば，その部門間で振
り替えられる製品には，価格が必要である。このとき設定される価格が振替価格であり，振替価格
は，責任センターが，正確な責任機能を果たすことを支援するのである。換言すれば，「振替価格の
メカニズムは，『分化』を高める」［Watson　and　Baumler（1975），p．408］ということができるだろ
う。
　反対に，振替価格は，『統合』を支援するであろうか。Watson　and　Baumlerは，これも，可能で
あると主張している。なぜなら，多くの価格メカニズムは，決まりきった標準化プロセスであり，
公式化のプロセスであるからである［Watson　and　Baumler（1975），p．408］。ただし，これは，簡
単な『統合』状態にのみ，適用可能であると考えられる。それでは，さらに，『分化』がすすみ，『統
合』が困難な状態にあるとき，振替価格は，どのような役割を演ずることができるだろうか。『統合』
は，上述したように，適切に『分化』された部門が，組織全体の目標を最大化するように動機づけ
られるためのプロセスである。したがって，『統合』は，このプロセスの際に生ずる対立（conflict）
を解決するための多くの次元を通じて達成すると考えられる。Watson　and　Baurplerは，振替価格
は，この部門間の対立を解決するためのデータのひとつにすぎないと考える。したがって，部門間
対立を解決できる最も効果的な方法は，交渉であるというLawrence　and　Lorsch（1967）の言を信ず
るならば，『統合』が困難な状況においては，振替価格は，交渉を通じて到達すべきものといえる。
換言するならば，高度に分権化された組織で適用される振替価格は，交渉振替価格が最適であると
いうことになろう。
　Watson　and　Baumlerの振替価格に関する組織・行動的アプローチへの貢献は，第1に，振替価
格設定のプロセスに，『不確実性1，『分化』，『統合』の3つの組織条件を基礎とすることを提案した
ことであり，第2に，振替価格は，分権化された組織の『分化』と『統合』の二元的な役割を果た
すことができるという主張［Spicer（1988），pp．430－431］にあるだろう。
　（2）R．G．　Eccles（1983）の研究
　Eccles，　Robert　G．（1983）の研究は，特定の振替価格で達成される目的は，組織構造に依存すると
いうものである4）。Ecclesは，組織の統合度と多角化の度合いによって，それぞれに適する振替価格
の方法を特定した。その研究のための調査が，アメリカの13の会社の約150人の幹部社員との面談に
よって行われた。その理論は，垂直統合戦略の程度と多角化戦略の程度の2つの戦略の組み合わせ
によって規定された4つの典型組織について，最適な振替価格を設定するものである。垂直統合は，
責任センターの相互依存度を示し，多角化は，製品市場細分化度を示すものである。
　（2）－1　コンペティティブ（competitive）組織
　低統合で高多角化された企業である。コングロマリット企業はその典型である。したがって，そ
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れそれの事業体がすべて必要な機能をもち，互いの相互依存性がない，かなり自律性の高V｝企業で
ある［Eccles（1983），　p．151］。こうした企業で最も大切なコントロール・メカニズムは，組織構造
ではなく，各事業部の業績を測定・評価することである。すべての事業部に対して同じ業績尺度を
利用することによって，組織の外部との競争よりも，組織内の競争のほうが激しくなる。この形態
の組織では，互いの相互依存性がないのであるから，最も究極的なばあいには，内部振替は存在し
ない。したがって，振替価格も存在しないことになる。しかしながら，組織の最高経営者が，振替
価格を設定しないならば，内部取引をする意欲を失い，そのために垂直統合が全くすすまなくなる
という統合問題は含んでいる。こうした組織で，設定されるべき振替価格は，まず第1に，市場価
格を基準とすべきことは明らかである［Eccles（1983），　p．152］。そして，購入者は，外部調達が自
由にでき，組織内購入を義務づけられないことが重要である。各事業部の最も大きな関心が業績評
価であるならば，この方法が最も公平であり，事業部の自律性を損なわないであろう。
　この組織形態の勧められる他の設定方法は，二重振替価格基準である［Eccles（1983），　p．153］。
二重振替価格基準とは，供給者は，市場価格により，購入者は，原価によって振替価格を設定する
ものである。この方法は，内部振替を願う組織の最高経営者によって設定されるものである。しか
し，この方法は，事業部ごとの利益合計が，組織全体の利益を超えてしまう，あるいは，各事業部
が，外部との取引の業績があがらないときに内部振替でその業績をカバーする，あるいは，他社の
製品に対する価格交渉の必要性を認めなくなってしまう，などという結果に陥って結果的に組織全
休の利益を下げてしまうものである［Kaplan　and　Atkinson（1989），pp．610－611］。このことから，
この方法は，短期的なものとしてのみ利用可能である。
　（2）－2　コーポレイティブ（cooperative）組織
　この組織形態は，高統合・低多角化企業である。このような企業は，一般的には，外部販売のた
めの利益センター及び内部振替のためのコスト・センターの2つの役割をもつ［Eccles（1983），　p．
154］。こうした組織形態の企業は，組織全体の企業戦略がうちた（られ，そこから事業部の戦略が
引き出される。したがって，主要なコントロール・メカニズムは，組織構造である。多くの意思決
定権限は組織の最高経営者が握っているのである。
　この組織形態では，内部振替が強制され，その適用される振替価格は，全部原価が望ましい［Eccles
（1983），p．154］。したがって，市場価格基準による振替価格を採用するコンペティティブ組織とは
違って，この組織では，振替価格が決定する前から，内部調達が決まっているのである。この場合
の振替価格の目的は，あたかも最終製品が，単一の事業単位で完全に製造されたかのように総原価
を計算することである。Ecclesは，振替価格に適用すべき全部原価を，実際全部原価，標準全部原価，
コスト・プラス投資利益率法にわけて考察している。実際全部原価は，1期間のすべての固定費と
変動費を，全事業部に振り替えることによって計算される。したがって，実際全部原価を振替価格
に利用するばあいの問題は，中間製品の価格が変動したり，外部需要が落ち込んで振替価格が高く
なったりすることである。また，実際全部原価は，供給事業部は計算できるが，購入事業部は，そ
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の期が終わるまで分からないという不便がある［Eccles（1983），p．155］。そこで，もし標準全部原
価を振替価格に利用するならば，こうした問題はかなり解消すると考えられる［Eccles（1983），　p．
155］。しかし，標準全部原価による振替価格では，供給事業部は内部振替による利益を発生させる
こができない。この問題を解決するために利用される方法が，コスト・プラス投資利益率法である
［Eccles（1983），p．156］。この方法にも問題がある。その多くは，コストと投資額をどのように配分
するかということである。
　（2》－3　コラボレイテイブ（collaborative）組織
　この組織は，高統合・高多角化企業である。コンペティティプ組織とコラボレイティプ組織の両
方の特徴をもったものである［Eccles（1983），　p．157〕。この組織形態による振替価格問題が，最も
複雑である。この組織では，振替価格は，コーポレイティプ組織とコンペティティプ組織との混合
された強制的な内部振替による市場価格基準，コスト・プラス利益率法などがすすめられる。しか
し，本社の経営者の必要を満足させ，事業部に公正だと認識させるような振替価格を見つけること
はできない［Eccles（1983），　p．158］。実際，事業部間の公正さを達成することは，情報とコントロ
ールを生み出すためのメカニズムとしての振替価格の効用を減少することになるだろう。しかしな
がら，事業部管理者の動機づけをするために，それでもなお，本社の経営者は，振替価格の公正さ
を達成するように努めなければならない。なぜなら，事業部管理者は，適用された振替価格によっ
て計算された事業部業績に基づいて評価が行われるならば，この適用された振替価格が公正かどう
かをみるに違いないからである。そこでEcclesは，この組織形態の評価は，コンペティティプ組織の
ように，個人の業績を，事業部の業績と結び付けるのは間違いであり，コーポレイティプ組織のよ
うに本社の経営者が，ある程度主観的に報酬を配分することを支持している。
　（2）－4　耳レクティブ（collective）組織
　この組織は，低統合・低多角化企業である。したがって，このような形態の企業には，内部振替
がないと考えられるから，振替価格は必要ない。
　図2－1は，これら4つの組織形態と振替価格方法の関係を示したものである。
　　　　　　　　　図2－1　R．G．　Ecclesによる組織形態と振替価格の関係
垂直統合 　　　多　角　化瘁@　　　　　　　高
高 コーボラティプ　　コラボレイティプ
弓蚕缶1】白勺　　　　　　　　　　弓蚕寄司白勺
全部原価　　　　　市価基準
低 コレクティプ　　　コンペティティプ
振替価格　　　　　自律的
なし　　　　　　市場価格
出所：Emmanuel，　Clive　R．　and　Messaoud　Mehafdi，　Transfer　Pri61ng，　Academic　Press，1994，　p．143．
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　以上，Ecclesのコンティンジェンシー・アプローチの焦点は，振替価格は，戦略によって決まると
いうこと，垂直統合戦略は，命令された内部取引方針なしでは事実上実行できないということを示
している。また，Ecclesは，振替価格システムの公正問題に特別注意を払っている。それは，振替価
格システムと業績評価・報酬の相互作用に注目しているからである。しかしながら，全般的にEccles
のアプローチは，少なくとも2つの弱点がある。ひとつは，現在の会計と経済学の文献の否定を急
ぎすぎた。そのため，規範的内容を欠いていることである。他のひとつは，企業が，どのように位
置づけられるかについて，特に，最も複雑なコラポレイティブ企業に対して，正確な指針あるいは
明確な枠組みを提供していないことである［Emmanuel　and　Mehafdi（1994），p．144］。
3　振替価格の取引費用の経済学アプローチ
　（1）取引費用の経済学アプローチ
　Spicerは，0．　E．ウィリアムソン（Oliver　E．　Williamson）の取引費用の経済学の視点を基礎とし
て振替価格設定の理論を構築しようとした。R．　H．コース（Ronald　Harry　Coase）は，なぜ企業が
発生するのかということについて，取引費用という概念を用いて次のように説明している。「市場を
通じて取引を実行するための費用にくらべて，それが少ない費用ですむときは，市場でなされてい
た取引を組織化するために企業は生まれる」［宮沢他『訳書』（1992），9頁］。
　そこで，企業は；取引費用のアプローチの視点から，次の2つの選択を考えることになる。第1
に市場取引とすべきか，企業内取引とすべきかの選択，第2に，企業内取引となったばあい，全社
共通の戦略選択と，その選択された戦略を達成するための組織構造の選択である。取引の困難性の
程度つまり取引費用の大きさは，取引と結びついた人的要因と環境要因との組み合わせによって影
響を受ける。人的要因として主要なものには，限定された合理性（bounded　rationality）と機会主義
（opportunism）がある5）。限定された合理性は，複雑な問題や意思決定に直面したとき失敗を避け，
合理的に行動するための個人の限定された能力に関係している。機会主義は，自己の利益について
の伝統的な経済学の仮定を拡大するものである。機会主義的行動は，選択される戦略の歪みと虚偽
報告を必然的に伴う。しかし，機会主義的行動は，すべての人に必ずおこるとは考えられていない。
逆に，ある一部の人が，ある場合にだけおこすやっかいな行動と考えられている。
　限定された合理陛は，不確実性／複雑性という環境要因と深く結びついている6｝。しかし，不確実
性は，機会主義的行動とも結びつく可能性がある。その結果，ウィリアムソンによる取引費用アプ
ローチの1つの派生的条件である情報の偏在（information　impactedness）が発生する。情報は，不
確実性を減少させるものといわれるように，不確笑性と情報は密接に結びついているのである。し
たがって，情報の偏在による不確実性は，機会主義的行動を助長するのである。一こうした行動とし
て，戦略選択の歪曲，虚偽報告などが考えられよう。また，機会主義は，少数1生という環境要因と
結びついて取引費用を発生する。少数1生は，情報の非対称を発生する。図3－1は，これらの関係を示
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したものであり，図3－2は，Spicerが，こうした考えを基礎として，内部振替の管理に影響を及ぼす
主要因の関係を示したものである。
　　　　　　　　　　　　　　図3－1組織の失敗のフレームワーク
　　　　　　　　　　　　　規曙瓢　　　　　　　囎囎因
　　　　　　　　　　　　　　　／一一一一一一瑚一一＼
　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　繊1購ma／騨
　　　　　　　　　　　　　＼曲∠』こ≧ormノ
　　　　　　　　　　　　　’・、　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　　x　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
出所：Williamson，　Oliver　E，，Markets　and　Hierarchies，　Analysis　and　Antitrust　Implications，　New
　　York：The　Free　Press，1975，　p．40．
　　　　　　　　　　　　　図3－2　内部振替の管理に及ぼす主要因
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出所：Spicer，　Barry　H．，“Towards　an　organizational　theory　of　the　transfer　pricing　process，”Account－
　　　illg，07‘ganizations　and　Society，　Vol．13，　No．3，1988，　pp．309．
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（2）内部振替の理論的展開
　上述のような取引費用に影響を及ぼす要因が，どの程度あらわれるかは，交換に関わる取引の次
元（the　dimentions　of　the　transaction）と結びついていると考えられる。その取引の次元とは，次
の3つである［Spicer（1988），p．429］。
　　①投資特性（investment　characteristic）7）
　　②購入者の活動量（頻度と量）（frequency　and　volume　of　buyer　activity）
　　③取引を取り巻く不確実性及び／あるいは複雑性（uncertainty　and／or　complexity）
ウィリアムソンは，これらの取引の次元は，取引費用はもちろんのこと，「内製か外部購入か」の相
対的な規模の経済性にも影響を及ぼすと考えている。つまり，彼の考えに従えば，この取引の次元
を考慮に入れることによって，「内製か外部購入か」の意思決定は，生産コストだけではなく，生産
コストと取引費用8）の両方の合計の経済性を考慮した結果の判断となると考えられる。したがって，
これらの取引の次元の考慮で，企業は，取扱製品に対して，「内製か外部購入か」をまず決定する。
そして，内製に決定したばあい，組織構造に関連して内部振替及び振替価格が発生することになる
のである。　Spicerは，企業の取扱製品を，投資特性と結び付けて，投資特性が小さいばあいと標準
製品，投資特性が中程度のばあいと顧客仕様による（customized）製品，投資特性が高いばあいと特
異性のある（idiosyncratic）製品の3種類に分類して考察をしている。
　【標準製品に関わる取引について】
　投資特性が低くて製造可能な標準製品は，購入者も販売者も市場における交換の危険性は，ほと
んどないと考えられる。購入者は，販売者が自己に有利になるような機会主義的行動をとろうとす
るならば，別の販売者から購入することができる。また，販売者も，同様に，別の購入者にたやす
く販売できるということから，購入者の機会主義的行動の可能性を減少させることができる。した
がって，企業が，投資特性の低い標準製品を「内製か外部購入か」の意思決定をしなければならな
いばあい，通常，外部購入が支持され，内製は経済的インセンティブがないと考えられるのである
［Spicer（1988），p．438］。したがって，同様の視点から，投資特性の低い標準製品の内部振替につい
て，販売事業部と購入事業部間の調整をする必要はないであろう。事業部に完全な自律性を与える
ことによって，互いの機会主義的行動の可能性に対しては，外部購入または外部販売によって保護
されている。したがって，このばあいの振替価格には，市場価格が最適であると考えられるのであ
る。
　【特異性のある製品に関わる取引について】
　他方，企業は，高い投資特性を必要とする特異性のある製品のばあい，購入するよりも製造する
ことにインセンティブをもっている。特異性のある製品について取り扱うばあい，販売者と購入者
は，交換の危険性を回避するために長期的契約を望む。高い投資特性を必要とする特異性のある製
品は，その性質から，代替的な資産の利用が限定される。そのため，販売者は，継続的，安定的な
取引から，これらの投資に利益を加えたものを回収しようとするだろう。他方，購入者は，他の販
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売者からたやすく購入できないことから，安定的な供給保証がほしいところである。こうした状況
で問題がさらに深刻となるのは，不確実性が大きくなったぱあいである。予知できない不確実性は，
販売者と購入者の間で事前に契約することはできない。こうした将来の不確実性がおこってからそ
の内容について，互いに交渉するばあい，契約当事者の一方の利益を犠牲にしている可能性も捨て
きれない。したがって，不確実性が大きいばあい，購入するよりも内製したほうが，交換の危険が
少ないと考えられるのである。
　特異性のある製品の取引については，数量と価格の調整についての適応問題がある。数量の不確
実性については機会主義的行動が関係しているかもしれない。しかし，購入者は，販売者からの供
給を差し止められることから保護されている。なぜなら，販売者は，特定化投資を必要とする資産
をかかえているからである。また，販売者も，購入者が他の販売者にかわることから保護されてい
る。別の販売者と取引するばあいの交渉コストが高いと考えられるからである9）。そうした関係のな
かで，当事者間の数量調整は行われると考えられる。
　しかし，価格の不確実性を調整するための適応は，難しいと考えられる。価格の調整は，外因性
の事件によって直接検証可能な直接材料費の増加は認めるかもしれないが，直接検証できない，あ
るいは，明確なコスト削減効果を示さない間接費の増加分を認めることは難しいであろう。なぜな
ら，これらの価格の変化は，一方の当事者が機会主義的行動をとっているためのリスクに関わる問
題だからである。
　標準製品の内部振替についての事業部の機会主義的行動は，市場の力によってコントロールされ
るので，組織全体の最適利益を損なうことはない。しかし，上述のように事業部が，顧客注文によ
る製品あるいは特異性のある製品について内部振替を行っている場合，機会主義的行動から，組織
全体の利益を保護するためのコントロール問題が生ずる。Spicerは，次のように段階を追って，この
問題を考察している［Spicer（1988），pp．　441－443］。第1に，事業部管理者に完全な自律性を認める
ことは，供給者の一方的な振替価格によって，対立が深まり，組織全体としての利益も損なうこと
になり認められない。第2に，制限的な自律性を認める。組織全体の利益の確保と事業部の自律性
の保持という両方の目的を達成するために，交渉プロセスのなかに調停規定（provision　for　arbitra－
tion）を導入するのである。調停規定の利点は，①本社管理者の限定された合理性と機会主義者から
の組織全体の保護1°），②分権化された情報非対称を克月艮する11），③内製か外部購入かの意思決定に際
して，組織全体利益が考慮される12｝，である。第3に，内部振替及び振替価格についての対立及び論
争は，現在の組織構造が組織上の効率性を管理できないというシグナルである［Spicer（1988），　p．
443］。したがって，対立や論争のおきない組織に再構築する。Spicerは，標準品以外の特定投資を必
要とする製品の内部振替が行われる場合におこる機会主義的行動による対立は，交渉一裁定（negoti・
ation－arbitration）プロセスによるコントロールと組織の再構築によって改善することができると
考えているのである。
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　（3｝振替価格設定プロセスの仮説
　上述の結果を踏まえて，Spicerは，9つの仮説を引出している［Spicer，（1988），pp．443－449］。
まず，　Spicerは，振替価格が存在する前提となる内部振替の理論的根拠についての仮説を設定してい
る。つまり，第1の仮説は，取引費用アプローチの視点か転内部振替が存在するための取引費用
の大きさに影響を与える製品の内部振替の3つの次元，つまり，製品の投資特性，取引の頻度と量，
不確実性／複雑性は，企業の多角化戦略，取扱製品，組織構造に依存するというものである。換言
すれば，企業の多角化戦略，取扱製品，組織構造が，内部振替を発生させ，振替価格を存在させる
ことになるのであるから，振替価格をどのように設定するかは，企業の多角化戦略，取扱製品，組
織構造によって分析されなければならないということである。Spicerは，特に，取扱製品と投資特性
との関係を重視して，振替価格問題を検討しているように思われる。
　次に，事業部問の内部振替を，本社がどのように管理するかという仮説を3つあげている。内部
振替の3つの次元，つまり，製品の投資特性，取引の頻度及び量，不確実性／複雑性が大きくなれ
ばなるほど，組織全体の収益性に影響を及ぼすということから，事業部の自律性が制限されて，本
社の統制が強くなるという仮説である。つまり，事業部の部分最適行動から組織全体の最適行動へ
変えるように本社の統制が行われるということである。例えば，事業部間の調整（coordination）と適
応（adaptation）を促進するために調停手続きがとられたり，協力（cooperation）と適応の認識を高め
るために，事業部の業績尺度を事業部利益だけではなく，もっと組織全体の利益のような全体的な
尺度によって評価するようなことが行われると考えられる。
　3番目にあげている2つの仮説は，内部振替の対立（conflict）に関するものである。事業部間の
対立は，内部振替に関連する製品の投資特性，取引の頻度と量，不確実性／複雑性が大きくなればな
るほど大きくなると考える。Spicerは，この対立を和らげる方法として上述の全体的な業績評価尺度
を提案している。さらに，振替価格も，これら内部振替に関する事業部間の対立を調整するために
設定される。しかし，その振替価格がもっと大きな対立を生ずる可能性ももっているのである。
　最後に3つの振替価格設定に関する仮説を立てている。第1の仮説で指摘しているように，内部
振替の取引の次元がさまざまに存在しているのであるから，その設定される振替価格も様々である
ということである。しかし，Spicerは，投資特性を必要とする程度によって標準製品，顧客仕様によ
る製品，特異性のある製品という3つの製品群に分類して振替価格の設定方法を仮定している。
　標準製品及び顧客仕様部分が低い製品，合わせて標準製品といってもよいと思うが，これらの製
品を振り替えるばあいには，市場価格による振替価格が妥当であると考えている［Spicer，（1988），p．
447］。標準製品は，市場価格の調整によって事業部の利益も組織全体の利益も保護されるからであ
る。顧客仕様部分が低い製品にっいては，その追加コストについての交渉があると考えられるが，
これも市場の類似商品価格によって調整されると考えられる。したがって，これらの製品の内部振
替は，市場価格による振替価格を適用することによって，何ら本社が介入することなく，組織全体
の最適性も達成されると考えられるのである。
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　顧客仕様部分が中程度の製品で，そのために必要とされる特定的投資が重大であるばあい，製造
原価による振替価格が最も最適であると考えられる［Spicer，（1988），p．447］。さらに，取引特定的
投資が拡大したばあい，振替価格は交渉によることが望ましい。交渉によって，事業部間に存在す
る情報非対称を克服することができ，それによって，不確実な市場や技術に対する適応のための適
切な振替価格が設定されるからである。したがって，ここに入る製品群は，原価基準による振替価
格，または，交渉による振替価格によって，事業部及び組織全体の双方にとって最適なものとなる
と考えられる。図3－3は，交渉によって振替価格を設定するばあいのプロセスを示したものである。
　特異性のある製品で，そのために必要とされる特定的投資が大きいばあい，製造原価による振替
価格が適していると考えられる［Spicer，（1988），p．448］。特異性のある製品は，外部市場に価格を
もたない。そこで，不確実性／複雑性が大きくなく，適応の必要がそう大きくない場合には，原価基
準，特に，コスト・プラス法による振替価格が設定されると仮定される。そして，必要とされる特
定的投資が大きいということから，本社の内部取引への介入は大きくなり，この振替価格と交渉一裁
定（negotiation－arbitration）プロセスとが結び合わされて事業部の機会主義的行動は，統制される
ことになるだろう。
　不確実性／複雑性が大きくなった場合，さらに適応が必要となってくる。そこで，本社は，事業部
をひとつにまとめる，あるいは，供給事業部をコスト・センターに変更し，内部振替及び振替価格
を本社の権限で決定するように再構築することになるだろう。
　図3－4は，これらSpicerによる振替価格方法と取引次元の関係を示した概略である。
　　　　　　　　　　　　　　図3－3　交渉→対立→裁定プロセス
供給事業部
購入事業部
コスト・プラス法
他の供給者の価格
匝ト国一裁定
出所：Spicer，　Barry　H．，op．　cit．，　p．309．
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図3－48．H．　Spicerの振替価格の組識理詮モデル
内部取引 高・特異性 中・顧客仕様 低・標準
長期安定 製造原価
年姪化 製造及び交渉
月次変化 市場価格
競争なし独占 短期的差別化 競争市場
出所：Emmanue1，　Clive　R．　and　Messaoud　Mehafdi，　op．　cit．，　p．145．
4　むすび
　本稿では，伝統的な経済学の視点ではなく，行動・組織的視点から振替価格の考察を行った。ま
ず，Watson　and　Baumler（1975）の研究の考察から始めた。　Watson　and　Baumlerの研究は，交渉
振替価格を支持する最も重要なものといわれているものである。Watson　and　Baumlerの貢献は，
第1に，振替価格の設定プロセスを考察するばあいに，不確実性，分化，統合，の3つの組織条件
を基礎とすることを提案したことであり，第2に，振替価格は，分権化された組織の分化と統合の
二元的役割を果たすことができるということを明らかにしたことだった。次に，　Eccles（1983）の研究
の考察を行った。Ecclesの主張は，振替価格は，組織構造に依存するというものである。これは，伝
統的な経済学の視点とは対照をなす見解である。Ecclesは，垂直統合戦略の高低，多角化戦略の高低
の4つの組み合わせによる組織を規定して，そこで適した振替価格の提案を行った。高い統合には，
命令的な内部振替による振替価格の設定が適し，高い多角化には，市場価格の設定が適しているこ
とが明らかにされた。これらの行動・組織的アプローチによる振替価格についての考察の成果を踏
まえて，さらに，最近，特に注目されている組織理論のひとつである取引費用の経済学の視点によ
る振替価格の検討を行った。その考察の中心となったものは，Spicer（1988）の研究である。
　Spicerは，この研究から9つの仮説をたてている。第1の仮説は，取引費用アプローチから，取引
費用の大きさに影響を与える製品の内部振替の3つの次元，つまり，製品の投資特性，取引の頻度
と量，不確実性／複雑性は，企業の多角化戦略，取扱製品，組織構造に依存するというものである。
次に，内部振替の管理についての仮説を3つあげている。ここでは，交渉一裁定プロセスの重要性
を指摘している。3番目にあげている2つの仮説は，対立問題である。振替価格は，対立を和らげ
もするが，もっと大きな対立を生ずる可能性も指摘している。最後にたてた3つの仮説は，振替価
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格の設定についてである。製品を標準製品，顧客仕様による製品，特異性のある製品という3つに
分類し，それらと，取引の次元との関係によって設定される振替価格方法が明らかにされた。
　以上，Watson　and　Baumler，　Eccles，　Spicerによるそれぞれの研究から，振替価格について，
伝統的な経済学の視点では得られない含意が明らかとなった。とりわけ，取引費用の経済学アプロ
ーチによる振替価格の設定についての解釈は，伝統的な経済学の視点とは全く異なる興味のあるも
のであった。
　しかし，こうした組織的研究成果は，多くの実態調査をすることによってのみ，その正当性を証
明される。したがって，今後，しなければならないことは，これらの仮説を証明する実態調査であ
る。Spicerの仮説は，その意味で，今後の実態調査のためのよい視点となると考えられる。また，本
稿では，交渉一調停プロセスとして対立問題を処理したが，実際的には，対立問題は深刻な問題で
あり，さらに検討を要する課題と考える。したがって，以上の点を今後の研究課題としたい。
【注】
（1）伝統的な経済学による視点の限界について，Robert　S，Kaplanは，次の指摘をしている。市価基準の設定では，
　　「最適な資源配分と経営業績評価の意思決定を行うための市場価格が存在しているならば，同一企業内に異なる事
　　業部を維持する理由は少ない」［Kaplan＆Atkinson（1989），　p．599および『訳書」下巻，227頁］。これは，取引
　　費用の経済学の視点を示すものと考えられる。また，限界原価の設定では，「（1）利益センターの自律性とのかねあ
　　いが難しい，②生産量によって限界原価が変化したり，購入事業部が複数であるばあい設定が困難となる，（3）供
　　給事業部の生産水準が限界に近いとき，不確定となる，（4）供給事業部が，原価を偽る動機をもちやすい」［Kaplan
　　＆Atkinson（1989），　p．606および『訳書」下巻，235頁］。
（2）Mahmoud　Ezzamelは，振替価格の市場理論による展開が，個々の組織において，どのような問題を発生させる
　　かについて次のように述べている［Ezzamel（1991），pp．80－81］。第1に，伝統的な経済モデルは，目標の一致を
　　仮定している。したがって，現代の組織理論では，回避不能と考えられている目標の対立を，モデルに明示的に
　　おりこんでいない。さらに，各事業部は，互いに完全で正直な情報を提出すると仮定されている。しかし，目標
　　が対立し，競争が発生するならば事業部管理者が，虚偽の報告を行う可能性は高くなる。第2に，価格メカニズ
　　ムが経済的活動を規制するために理論的に健全な手段であるという共通の信念を持っている。しかしながら，価
　　格システムは、必ずしも，有益ではない。なぜなら，事業部の活動が，高い相互依存性をもつならば，振替価格
　　も，事業部が相互依存性の認識をもつように適切に修正されなければ，最適な解をもたらさないからである。こ
　　の修正は，本社の管理を強くして，事業部の自律性を損なうものとなる。第3に，不確実性の問題が考えられて
　　いない。しかしながら，不確実性は，適切な振替価格の決定に大いに影響を及ぼしそうである。なぜなら，事業
　　部制紐織は，本来，不確実性の世界に対応するために考えだされた組織構造であるからである。第4に，現在あ
　　る振替価格モデルはすぺての関連する組織問題及び行動問題を捕まえていない。組織内のコンフリクトの問題を
　　全く無視している。
（3）しかし，利害が衝突するところ必ずコンフリクト（conflict）が生ずる。したがって，もちろん交渉振替価格の適用
　　は，このコンフリクトを学習（learning）プロセスと捉えるか，非機能的（dys－functional）行動と捉えるかによっ
　　て，その見解には賛否両論存在している。
　　Ackelsberg＆Yuk1（1979）による実験室研究の結果は，交渉は，事業部の業績が，事業部ではなくて会社全体の
　　業績によって評価され，報酬を受けるときに，完全な問題解決になり，競争的でなく攻撃的でない行動になるこ
　　とを示している［Grabski（1985），pp．464－465］。その他の支持者として，　Cook（1955），Dean（1955），Stone（1956），
　　James　M．　Fremgen（1970），　James　H．　Shaub（1978），Severin　V．　Grabski（1985）らをあげることができる
　　［Emmanuel　and　Mehafdi（1994），　p．142］。
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　　Abdel－khalik，A　Rachad　and　Edward　J．Luskは，　Cyert＆Marchの連合体理論（coalition　theory）を奉礎とし
　　て，交渉振替価格の採用は，交渉時問の浪費，利益センターの業績の歪曲，事業部業績というよりもむしろ交渉
　　能力の評価の可能性があるということから，反対している［Grabski（1985），　pp．464－465］。その他の反対者には，
　　Dopuch．Nicholas　and　David　F．Drake（1964），　Hilton，　L（1980）らをあげることができる［Emmanuel＆
　　Mehafdi（1994），　p．142］。
（4｝Swieringa，Robert　J．and　John　H，Waterhouseも，振替価格は組織構造に依存すると主張した。彼らは，①Cyert
　　＆Marchの行動モデル，②Cohen＆Marchのごみ箱（garbage－can）モデル，③Weickの組織化（organaizing）
　　モデル，④市場と階層組織（markets　and　hierarchies）の4つの組織モデルによる振替価格の含意を検討した
　　［Swieringa＆Waterhouse（1982），　pp．149－165］。
　　ここでの主張も，伝統的な経済学の視点による振替価格の事前の存在目的の前提，利益最大化という唯一の目標
　　の前提などの経済的合理性の見解と対媚をなしているe
（5｝伝統的な経済学の視点では，自己の利益（self－interest）と客観的な合理性（objective　rationality）という2つの概
　　念が含意されていた。しかし，ウィリアムソンは，これを，限定された合理性と機会主義という2つの概念に置
　　き換えた。限定された合理性とは，複雑な問題を定式化し，解くためには人間の能力が限られているということ
　　である。例えば，チェスのプレイヤーは，意思決定のために必要な情報すべてを持っている。しかし，代替的な
　　手筋と対抗する手筋の数が多すぎるため，プレイヤーは，完全に合理的な意思決定をしたいと思っているが，そ
　　の能力に限界があるということである。機会主義的行動の仮定とは，「狡猜さを伴う私利追求Jであり自分自身の
　　利益のために行動をすることである［岡田他『訳書』（1994），162－171頁］。
⑥　限定された合理性と不確実性／複雑性の結びつきとして，次のような例が示されている。車のガソリンを買うとき
　　には，それほどの複雑性や不確実性は存在しない。購入者は，ガソリンのことを極めて良く知っており，アフタ
　　ーサービスに悩まねばならないことはない。また，販売者も，購入者について何の情報もいらないのである。し
　　かし，兵器システムを購入する政府は，極めて複雑な契約書を作成する。しかし，その契約轡には，兵器の技術
　　上の不確実性／複雑性のため，その仕様を完全には定義することはできない。したがって，兵器システムの費用
　　について正確には判断できない。これが，兵器購入のさいの不確実性／複雑性の要素である。このことから，不
　　確実性／複雑性と限定された合理性が重なるとき，取引費用は大きなものとなるのである［岡田他「訳書」（1994），
　　166頁］。
（7｝投資特性とは，入的資本及び物的資本の取引特定的投資（transaction－specific　investments）が，生産コストの経
　　済性を実現するために必要とされる大きさである。ここで，取引特定的投資とは，「物的あるいは人的資産が特定
　　の使用のために，あるいは特定の使用者のために特別に企画されたり，取引の継続中に創造されたり位置づけら
　　れる時に生ずるもので，耐久的で他をもって変えがたい価値をもつものをいう。したがって，その特定投資対象
　　以外への次善的使即のばあいには，その価値は非常に低下せざるをえない資産」［井上（1985），27頁］を意味する。
（8）Spicerは，この場合の取引費用の大きさを，外部調達と結びついて考えられる交換の危険性（exchange　hazards）
　　の大きさをあげている［Spicer（1988），　p．434］。
（9）どちらにしても，特異性のある製品を取り扱う販売者と購入老は，どちらも特殊な関係にあり市場において別の
　　契約を結ぷことは難しいであろう。反対に，この特殊関係が失われて，他へ供給あるいは他から購入の関係が市
　　場で多くなるならば，既にその製品は特異性のある製品とはいえないであろう。
⑳　本社の管理者は，限定された合理性があるので，事業部の意思決定に関わる能力に限界があると考えられる。し
　　たがって，基本的には，事業部問の対立は，事業部問の交渉によって解決を図るが，組織全体の利益に反するよ
　　うな事業部の機会主義的行動については，本社管理者が介入するということである。
（1D　内部振替あるいは振替価格に対する対立は，必ずしも，非機能的ではない。対立となっている論争の調停を行う
　　場合，本社管理者は，両事業部から情報を受け取ることによって，より多くの情報を獲得できることから，最適
　　な判断を下す可能性が高くなる。しかし，事業部が提供する情報にバイアスがかかる可能性も高い。しかし，　Spicer
　　は，社内調停者である限り，社内事情に精通しており，その問題は克服するだろうと言っている。また，一方の
　　事業部のバイアスのかかった情報は，他方の事業部が暴こうとするインセンティブをもつことになるから，その
　　点でも問題はないと主張している。
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（助　内製か外部購入かの意思決定に対して事業部問に対立があるばあいの調停は，組織全体の利益を保護するために
　　利用される。第1の調停方法は，購入事業部が，市場価格で，内部の供給事業部から購入するように勧めること
　　である。この方法は，市場価格が存在している場合にだけ適用できるものであるが，①市場価格は，購入事業部
　　を保護し，②供給事業部は，特定化資産の回収が可能であり，③供給事業部は，市場価格を意識して効果的な活
　　動を行うなどの長所がある。第2の調停方法は，購入事業部に外部から調達させることである。しかし，これは，
　　供給事業部の特定化投資に大きな問題となるのでこの調停は，注意が必要である。
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